
73 

第７章 企業立地方針の検討 

 

７－１．企業立地に向けて 

第１章から第６章をふまえ、我孫子市に新たな工場を誘致すること、商業の振興、優遇策、立地

奨励金等の具体的な内容について検討を行う。 

 

 

７－２．新たな工場の誘致 

我孫子市の地域性の活用、新たな生産用地の確保、公共施設整備について今後の方向性を検討す

る。 

① 我孫子市の地域性の活用 

取引企業等との距離的な近さ、土地価格、人材の確保という項目を企業は評価している。本市の

強みである「地域性」を新たな工場の誘致に活かすことが必要である。 

② 新たな生産用地の確保 

事業規模拡大のため、新たな生産・製造工場用地が要望されている。また、宅地化の進行に伴い、

市内工場の移転用地が要望されている。既存工場用地の活用や工場アパートの活用等、工業系土地

利用を行うことができる「産業誘導地域」の検討が必要である。 

③ 公共施設整備について 

新たな工場の立地の際は、企業が自ら公共施設整備を行う貹用負担が課題となる。用地の提供と

あわせてインフラ施設整備が必要である。 

 

 

７－３．市内既存企業の支援 

市外企業の誘致を進めるためには、誘致の対象となる企業にとって市内企業との事業提携等が可

能な状況を創出することが重要となる。 

このためには、市内企業が永続的に操業可能な状態を形成していく必要があるため、市内企業に

対する支援策をこれまで以上に構築していく「企業留置策」の展開が重要となる。 
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７－４．商業振興 

我孫子市の集客・購買力の活用、新たな商業用地の確保について今後の方向性を検討する。 

① 我孫子市の集客・購買力の活用 

周辺地域の集客力、購買力、物価の安さという項目を企業は評価している。本市の強みである「集

客力・購買力」を商業振興に活かすことが必要である。 

② 新たな商業用地の確保 

市内の駅前に、出店用地が求められている。しかし、数ヘクタールある用地がない状況である。

そのため、商業施設用地については、土地利用規制と商業振興双方の課題を統合する方策の検討が

必要である。 

 

 

７－５．優遇策 

周辺近隣市の状況を鑑み、立地を検討中の市内・市外の企業に対する事業所の新設、増設、移設

について、一定程度インセンティブを設けるなど具体例を示す。 

① 奨励制度の導入 

用地・建物への補助金、固定資産税の軽減や、用地以外への補助金などの奨励策が必要である。

市内・市外の企業かどうか、市への貢献度についてランク付けすることも考えられる。 

② 市内企業支援・企業誘致のための体制の構築 

企業の抱える事情と対応する土地活用方策は多岐に渡り、移設、新設、売却、増設、賃貸借など

の課題を相談できる窓口を設置し、優遇制度の案内、土地利用、産業振興など幅広い情報を一元化

して提供し、手続きを迅速化することや、市内企業も含めた支援策を積極的に推進する体制を構築

することが必要丌可欠である。 

 

 

７－６．立地奨励金等の具体的な内容 

立地奨励金、対象となる企業の要件、要件の緩和、我孫子型モデル企業について具体的例を示す。 

① 立地奨励金について 

条例による立地奨励金や雇用奨励金を設ける場合は、対象施設の固定資産額や都市計画税の相当

額、上限額、交付期間等検討する必要がある。 
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ア）新設または増設した事業施設の固定資産税・都市計画税などの相当額を事業開始の翌年度より、

一定期間交付することが想定される。 

イ）事業施設は、一律に交付することや、企業を５段階に分類し、そのランクによって立地奨励金等

の交付額、交付期間などを決定することも考えられる。 

ウ）指定ランクについては、企業誘致の目的への整合性、期待される経済効果・環境負荷の大小、雇

用効果など誘致する企業によって様々なケースが考えられるため、指定する企業を分類するも考

えられる。 

エ）ランクの指定についての評価項目は、(a)優良性、(b)継続性、(c)市民生活影響度、(d)経営体力、

(e)地域経済貢献度、(f)過去における市への貢献度（市内企業の場合）とし、審査を経て決定す

ることが考えられる。 

② 対象となる企業の要件について 

業種、分野、規模、雇用について検討する必要がある。 

ア）業種については、製造業、農業（植物工場）、学術研究機関、環境ビジネスなどが想定される。 

イ）分野については、文学・芸術・教育関連、学術・商品開発研究関連・生活文化関連、情報・通信

関連、新製造技術関連、食品関連、医療関連、新エネルギー・省エネルギー関連、バイオテクノ

ロジー関連などが想定される。 

ウ）規模については、事業用地の面積や、事業用地を除く投下固定資産額等を検討する必要がある。

ただし、中小企業の場合、面積・投下固定資産額の減額を想定する。 

エ）雇用については、常時雇用者数や、雇用者総数を考慮して検討する必要がある。ただし、中小企

業の場合、要件の減数を想定する。 

③ 対象となる要件の緩和 

対象となる企業の要件ウ）規模、エ）雇用については、中小企業や、市内企業の場合には、要件

を緩和することが考えられる。また、賃貸借型の場合など、きめ細かいメニュー検討が必要である。 

④ 我孫子型モデル企業 

手賀沼の自然環境に配慮したいわゆる「環境配慮型」モデル企業の取組みなど、我孫子市の環境

行政との連携を図り、企業誘致に努める。
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資料編 

１．我孫子市企業立地に関するアンケート依頼文 
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２．我孫子市企業立地に関するアンケート調査票 
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